
別紙様式第 21号

申請日  2024 年 7月 4 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長    松下 浩一 殿

Ｔ＆Ｄアセットマネジメント株式会社

代表取締役社長   田中 義久                  

正会員の財務状況等に関する届出書

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第10条第１項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。

１【委託会社等の概況】

（１）資本金の額

2024年4月末日現在の資本金の額        11億円

会社が発行する株式の総数              2,294,100株

発行済株式総数                        1,082,500株

過去5年間における資本金の額の増減     該当事項はありません。

（２）会社の機構

①経営体制

10名以内の取締役が、株主総会において選任されます。取締役の選任は株主総会において、総株主

の議決権の3分の1以上に当たる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行

い、累積投票によらないものとします。

取締役の任期は、選任後1年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終結の時までとします。

取締役会はその決議をもって、取締役中より取締役会長、取締役社長各1名、取締役副社長若干名

を選定することができます。また取締役中より代表取締役を選定します。

取締役会は、取締役社長が招集します。取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらか

じめ定めた順序により、他の取締役がこれを招集します。取締役会の招集通知は会日の2日前まで

にこれを発します。ただし、緊急の場合は、この期間を短縮することができます。また取締役およ

び監査役全員の同意がある場合は、これを省略することができます。

取締役会は、法令または定款に定める事項の他、業務執行に関する重要事項を決定します。その決

議は、取締役の過半数が出席し、その出席取締役の過半数をもって行います。



②投資信託運用の意思決定と運用の流れ

ａ．基本運用方針、月次運用計画の決定

投資政策委員会（原則月1回開催）において投資信託の基本運用方針に関する事項が審議・決定

され、各運用部長において月次運用計画に関する事項が決定されます。

ｂ．運用の実行

月次運用計画に沿って、ファンド・マネージャーからトレーディング部に売買発注指示があり、

売買が執行されます。

ｃ．運用のチェック等

・業務管理部において、運用上の諸リスクの管理および運用実績の評価等を行い、運用審査委員

会にて報告・審議が行われます。

・法務・コンプライアンス部において、日次で有価証券等の取引内容のチェック・運用制限遵守

のチェック等が実施され、コンプライアンス委員会および取締役会に報告を行っています。

会社の機構は2024年4月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

２【事業の内容及び営業の概況】

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託

の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）

を行っています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務および第二種金融商品取引業を行っ

ています。

委託会社の運用する証券投資信託は2024年4月末日現在、275本であり、その純資産総額の合計は

1,131,384百万円です（ただし、親投資信託を除きます。）。

種類 本数 純資産総額

追加型株式投資信託 128本 608,620百万円

単位型株式投資信託 95本 358,974百万円

単位型公社債投資信託 52本 163,790百万円

合計 275本 1,131,384百万円

３【委託会社等の経理状況】

1.   当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。）ならびに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）により作成しております。

2.   当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第44期事業年度（2023年４月１日から

2024年３月31日まで）の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による監査を受けております。



独立監査人の監査報告書

２０２４年６月４日

Ｔ＆Ｄアセットマネジメント株式会社

取締役会  御中

EY新日本有限責任監査法人

東   京   事   務  所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 羽柴  則央

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 福村  寛

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等

の経理状況」に掲げられているＴ＆Ｄアセットマネジメント株式会社の２０２３年４月１日から２０２４年

３月３１日までの第４４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、Ｔ＆Ｄアセットマネジメント株式会社の２０２４年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報

告書以外の情報である。

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる作業

も実施していない。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。



財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計す

ると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討

する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に

おいて財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基

礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため

の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい

る場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

(注) 上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。



（１）【貸借対照表】

前事業年度

（2023年３月31日現在）

当事業年度

（2024年３月31日現在）

区分
注記

番号

内訳

（千円）

金額

（千円）

内訳

（千円）

金額

（千円）

（資産の部）

Ⅰ流動資産

１．現金・預金 5,087,551 5,243,788

２．前払費用 75,321 84,385

３．未収入金 76,043 11

４．未収委託者報酬 691,691 786,210

５．未収運用受託報酬 354,878 372,799

６．その他 24,468 28,389

流動資産計 6,309,954 6,515,585

Ⅱ固定資産

１．有形固定資産 65,997 80,377

（１）建物 ※１ 61,571 58,177

（２）器具備品 ※１ 4,335 22,132

（３）その他 ※１ 89 67

２．無形固定資産 66,210 59,615

（１）電話加入権 2,862 2,862

（２）ソフトウェア 59,829 51,914

（３）ソフトウェア仮勘定 3,518 4,837

３．投資その他の資産 471,050 377,814

（１）投資有価証券 161,600 73,082

（２）長期差入保証金 90,675 94,383

（３）繰延税金資産 205,341 201,452

（４）長期前払費用 13,432 8,896

固定資産計 603,258 517,807

資産合計 6,913,213 7,033,392



前事業年度

（2023年３月31日現在）

当事業年度

（2024年３月31日現在）

区分
注記

番号

内訳

（千円）

金額

（千円）

内訳

（千円）

金額

（千円）

（負債の部）

Ⅰ流動負債

１．預り金 526 8,230

２．未払金 271,941 313,073

（１）未払収益分配金 2,477 2,477

（２）未払償還金 2 2

（３）未払手数料 219,122 253,964

（４）その他未払金 50,339 56,629

３．未払費用 399,233 383,553

４．未払法人税等 10,104 37,418

５．未払消費税等 34,659 47,112

６．賞与引当金 198,672 217,291

７．役員賞与引当金 6,500 9,000

流動負債計 921,637 1,015,679

Ⅱ固定負債

１．退職給付引当金 459,728 458,579

２．役員退職慰労引当金 23,380 9,625

固定負債計 483,109 468,204

負債合計 1,404,746 1,483,883

（純資産の部）

Ⅰ株主資本

１．資本金 1,100,000 1,100,000

２．資本剰余金 277,667 277,667

（１）資本準備金 277,667 277,667

３．利益剰余金 4,128,773 4,160,606

（１）利益準備金 175,000 175,000

（２）その他利益剰余金

別途積立金 3,137,790 3,137,790

繰越利益剰余金 815,983 847,816

株主資本計 5,506,441 5,538,274

Ⅱ評価・換算差額等

１．その他有価証券評価

差額金
2,025 11,234

評価・換算差額等計 2,025 11,234

純資産合計 5,508,466 5,549,509

負債・純資産合計 6,913,213 7,033,392



（２）【損益計算書】

前事業年度

(自 2022年４月１日

至 2023年３月31日)

当事業年度

(自 2023年４月１日

至 2024年３月31日)

区分
注記

番号

内訳

（千円）

金額

（千円）

内訳

（千円）

金額

（千円）

Ⅰ営業収益

１．委託者報酬 3,589,974 3,815,873

２．運用受託報酬 1,352,459 1,371,210

３．投資助言報酬 10,000 10,000

４．その他営業収益 26,574 30,018

営業収益計 4,979,008 5,227,102

Ⅱ営業費用

１．支払手数料 1,214,944 1,314,653

２．広告宣伝費 380 449

３．調査費 1,531,036 1,462,653

（１）調査費 81,751 78,433

（２）委託調査費 1,022,173 938,128

（３）情報機器関連費 426,284 445,204

（４）図書費 827 887

４．委託計算費 194,939 202,225

５．営業雑経費 94,488 87,513

（１）通信費 8,024 8,752

（２）印刷費 76,071 68,725

（３）協会費 5,634 5,403

（４）諸会費 4,758 4,632

営業費用計 3,035,789 3,067,495

Ⅲ一般管理費

１．給料 1,187,234 1,182,195

（１）役員報酬 49,917 49,713

（２）給料・手当 1,067,224 1,064,091

（３）賞与 70,092 68,391

２．法定福利費 194,915 202,434

３．退職金 3,999 3,089

４．福利厚生費 4,828 3,982

５．交際費 529 671

６．寄付金 79 21

７．旅費交通費 4,732 4,865

８．事務委託費 110,489 108,634

９．租税公課 78,199 75,603

10．不動産賃借料 156,478 156,478

11．退職給付費用 54,858 55,316

12．役員退職慰労引当金繰入 3,282 2,800

13．賞与引当金繰入 198,672 217,291

14．役員賞与引当金繰入 6,500 9,000

15．固定資産減価償却費 29,715 34,022

16．諸経費 47,236 48,013

一般管理費計 2,081,750 2,104,422

営業利益又は営業損失(△) △138,531 55,185



前事業年度

(自 2022年４月１日

至 2023年３月31日)

当事業年度

(自 2023年４月１日

至 2024年３月31日)

区分
注記

番号

内訳

（千円）

金額

（千円）

内訳

（千円）

金額

（千円）

Ⅳ営業外収益

１．受取配当金 953 952

２．受取利息 34 31

３．為替差益 3,804 －

４．助成金収入 500 500

５．受取補償金 12,514 －

６．雑収入 2,537 590

営業外収益計 20,343 2,074

Ⅴ営業外費用

１．為替差損 － 9,366

２．支払補償金 12,514 －

３．損失補填金 1,870 －

４．雑損失 676 171

営業外費用計 15,061 9,537

経常利益又は経常損失(△) △133,248 47,722

Ⅵ特別利益

１．投資有価証券売却益 337 12,192

特別利益計 337 12,192

Ⅶ特別損失

１．固定資産除却損 ※１ 50 251

２．投資有価証券評価損 15,870 －

３．投資有価証券売却損 184,477 2,551

特別損失計 200,397 2,802

税引前当期純利益又は

税引前当期純損失(△)
△333,309 57,112

法人税、住民税及び事業税 △73,742 25,455

法人税等調整額 △8,130 △175

当期純利益又は

当期純損失(△)
△251,436 31,832



（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度 (自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：千円)

株      主      資      本

資本金

資 本 剰 余 金 利  益  剰  余  金

株主資本

合計資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計
別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,100,000 277,667 277,667 175,000 3,137,790 3,067,880 6,380,670 7,758,338

当期変動額

剰余金の配当 △2,000,460 △2,000,460 △2,000,460

当期純利益又は

当期純損失(△)
△251,436 △251,436 △251,436

株主資本

以外の項目の

当期変動額

(純額)

当期変動額合計 － － － － － △2,251,896 △2,251,896 △2,251,896

当期末残高 1,100,000 277,667 277,667 175,000 3,137,790 815,983 4,128,773 5,506,441

評価・換算差額等
純資産

合 計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △ 45,578 △ 45,578 7,712,759

当期変動額

剰余金の配当 △2,000,460

当期純利益又は

当期純損失(△)
△251,436

株主資本

以外の項目の

当期変動額

(純額)

47,604 47,604 47,604

当期変動額合計 47,604 47,604 △2,204,292

当期末残高 2,025 2,025 5,508,466



当事業年度 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：千円)

株      主      資      本

資本金

資 本 剰 余 金 利  益  剰  余  金

株主資本

合計資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計
別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,100,000 277,667 277,667 175,000 3,137,790 815,983 4,128,773 5,506,441

当期変動額

当期純利益又は

当期純損失(△)
31,832 31,832 31,832

株主資本

以外の項目の

当期変動額

(純額)

当期変動額合計 － － － － － 31,832 31,832 31,832

当期末残高 1,100,000 277,667 277,667 175,000 3,137,790 847,816 4,160,606 5,538,274

評価・換算差額等
純資産

合 計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 2,025 2,025 5,508,466

当期変動額

当期純利益又は当

期純損失(△)
31,832

株主資本

以外の項目の

当期変動額

(純額)

9,209 9,209 9,209

当期変動額合計 9,209 9,209 41,042

当期末残高 11,234 11,234 5,549,509



重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております。）

市場価格のない株式等

移動平均法に基づく原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物          ３～50年

器具備品      ２～15年

その他            ８年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（２）役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、簡便法（期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により、期末要支

給額を計上しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。



４．収益及び費用の計上基準

（１）委託者報酬

委託者報酬は、投資信託約款に基づき、一定の期間にわたる運用により履行義務が充足されると判断しているた

め、投資信託の日々の純資産総額に信託報酬率を乗じた金額で収益を認識しております。

委託者報酬に含まれる成功報酬については、投資信託約款に基づき対象となる投資信託の特定のパフォーマンス

目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識されます。当該報酬は成功報酬を受領する権利が確定した

時点で収益として認識しております。

（２）運用受託報酬

運用受託報酬は、投資一任契約に基づき、契約期間にわたる運用により履行義務が充足されると判断しているた

め、投資一任契約に基づき算出された計算基礎残高に投資顧問料率を乗じた金額で収益を認識しております。

運用受託報酬に含まれる成功報酬については、投資一任契約に基づき対象となる運用資産の特定のベンチマーク

またはその他のパフォーマンス目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識されます。当該報酬は成功

報酬を受領する権利が確定した時点で収益として認識しております。

（３）投資助言報酬

投資助言報酬は、投資顧問契約に基づき、契約期間にわたり均一の助言サービスを提供するものであるため、期

間の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわたり収益を認識しております。



注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度

（2023年３月31日）

当事業年度

（2024年３月31日）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

建物                  77,010千円

器具備品             175,839千円

その他                   807千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

建物                  82,734千円

器具備品             130,925千円

その他                   829千円

（損益計算書関係）

前事業年度

(自 2022年４月１日

至 2023年３月31日)

当事業年度

(自 2023年４月１日

至 2024年３月31日)

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

器具備品                   0千円

ソフトウェア              50千円

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

器具備品                   9千円

ソフトウェア             241千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 1,082 － － 1,082

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

2022年６月10日開催の第42期定時株主総会において、次のとおり決議しました。

1）配当金の総額              2,000,460千円

2）配当の原資                   利益剰余金

3）1株当たり配当額              1,848.00円

4）基準日                   2022年３月31日

5）効力発生日               2022年６月13日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。



当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 1,082 － － 1,082

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社では、資金運用については原則として預金等の資産を中心に投資する方針であり、有価証券の取得を行う場

合には、投機的な取引は行いません。

また、資金調達については、主に金融機関からの借入による方針です。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は顧客の信用リスクに晒されておりますが、主に信託銀行により分別管理

が行われている信託財産から支弁されており、当該リスクの影響は軽微です。

投資有価証券は、主に非上場株式及び投資信託です。非上場株式は業務上の関係維持を目的として保有しており、

定期的に発行体の財務状況等の把握を行っております。投資信託は当社が設定する投資信託を商品性の維持等を

目的に取得しているものであり、市場価格等の変動リスクに晒されております。

未払金、未払費用は、ほとんどが１年以内の支払期日です。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

当社は、「リスク管理基本方針」にて各種リスクの基本的考え方を定めており、「財務リスク管理規程」によっ

て、財務リスク（資金繰りリスク、信用リスク、価格変動リスク）の管理方法を定めています。財務リスクの状

況は、月次で開催されるリスク管理委員会にてモニタリングが行われます。



２．金融商品の時価等に関する事項

前事業年度（2023年3月31日）

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。市場価格のない株式等は、次表に含め

ておりません（（注１）参照）。また、現金については現金であること、並びに預金、未収委託者報酬、未収運

用受託報酬、未払金及び未払費用は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、

注記を省略しております。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券

その他有価証券 131,400 131,400 －

資産計 131,400 131,400 －

（注１）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、上表の「その他有価証券」には含めてお

りません。これらについては、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19

号 2020年３月31日）第５項に従い、３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項で開示してい

る表中には含めておりません。

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 30,200

合計 30,200

（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内
５年超

現金・預金 5,087,551 － －

未収委託者報酬 691,691 － －

未収運用受託報酬 354,878 － －

投資有価証券

その他有価証券のうち

満期があるもの(その他)
10,869 16,380 104,150

合計 6,144,992 16,380 104,150



当事業年度（2024年3月31日）

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。市場価格のない株式等は、次表に含め

ておりません（（注１）参照）。また、現金については現金であること、並びに預金、未収委託者報酬、未収運

用受託報酬、未払金及び未払費用は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、

注記を省略しております。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券

その他有価証券 42,882 42,882 －

資産計 42,882 42,882 －

（注１）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「その他有価証

券」には含めておりません。これらについては、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第 19 号 2020 年３月31 日）第 5 項に従い、（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に

関する事項で開示している表中には含めておりません。

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 30,200

合計 30,200

（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内
５年超

現金・預金 5,243,788 － －

未収委託者報酬 786,210 － －

未収運用受託報酬 372,799 － －

投資有価証券

その他有価証券のうち

満期があるもの(その他)
30,063 12,819 －

合計 6,432,861 12,819 －



３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

前事業年度（2023年３月31日）

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品

（単位：千円）

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 － 131,400 － 131,400

資産計 － 131,400 － 131,400

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

市場における取引価格が存在しない投資信託については基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しており

ます。

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

該当事項はありません。



当事業年度（2024年３月31日）

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品

（単位：千円）

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 － 42,882 － 42,882

資産計 － 42,882 － 42,882

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

市場における取引価格が存在しない投資信託については基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しており

ます。

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

該当事項はありません。

（有価証券関係）

前事業年度（2023年３月31日）

１．その他有価証券

その他有価証券の当事業年度の売却額は318,858千円であり、売却益の合計額は337千円、売却損の合計額は

184,477千円です。また、その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額

については、次のとおりです。

（単位：千円）

種類（*） 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

（１）その他 107,336 102,994 4,342

小計 107,336 102,994 4,342

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

（１）その他 24,063 25,487 △1,423

小計 24,063 25,487 △1,423

合計 131,400 128,481 2,919

（*）当事業年度において、保有目的が変更となった有価証券はありません。

２．減損処理を行った有価証券

当事業年度において、投資有価証券について15,870千円（その他有価証券15,870千円）減損処理を行っており

ます。



当事業年度（2024年３月31日）

１．その他有価証券

その他有価証券の当事業年度の売却額は130,345千円であり、売却益の合計額は12,192千円、売却損の合計額は

2,551千円です。また、その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりです。

（単位：千円）

種類（*） 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

（１）その他 37,430 20,089 17,340

小計 37,430 20,089 17,340

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

（１）その他 5,451 6,599 △1,147

小計 5,451 6,599 △1,147

合計 42,882 26,689 16,193

（*）当事業年度において、保有目的が変更となった有価証券はありません。

２．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

前事業年度

(自 2022年４月１日

至 2023年３月31日)

当事業年度

(自 2023年４月１日

至 2024年３月31日)

１．委託者報酬

２．運用受託報酬

３．投資助言報酬

４．その他営業収益

3,589,974

1,352,459

10,000

26,574

3,815,873

1,371,210

10,000

30,018

合計 4,979,008 5,227,102

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針 ４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。



（退職給付関係）

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として確定拠出

年金制度を設けております。

当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高                   467,064千円

退職給付費用                              40,539千円

退職給付の支払額                        △47,875千円

退職給付引当金の期末残高                   459,728千円

（２）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

退職一時金制度の退職給付債務               459,728千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     459,728千円

退職給付引当金                             459,728千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     459,728千円

（３）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用                45,387千円

（注）退職給付費用には株式会社Ｔ＆Ｄホールディングスからの出向者に対する当社負担分を含めております。

３．確定拠出制度

確定拠出制度への要拠出額                     9,470千円



当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として確定拠出

年金制度を設けております。

当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高                   459,728千円

退職給付費用                              42,636千円

退職給付の支払額                        △43,785千円

退職給付引当金の期末残高                   458,579千円

（２）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

退職一時金制度の退職給付債務               458,579千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     458,579千円

退職給付引当金                             458,579千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     458,579千円

（３）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用                46,017千円

（注）退職給付費用には株式会社Ｔ＆Ｄホールディングスからの出向者に対する当社負担分を含めております。

３．確定拠出制度

確定拠出制度への要拠出額                       9,299千円



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度

（2023年３月31日）

当事業年度

（2024年３月31日）

（単位：千円） （単位：千円）

（繰延税金資産）

税務上の繰越欠損金（注１） 17,751 14,253

賞与引当金 60,833 66,534

未払社会保険料 9,919 11,064

未払事業税 2,392 4,994

退職給付引当金 147,927 143,364

連結納税加入に伴う有価証券時価評価益 15,061 15,061

その他 23,270 24,800

小計 277,157 280,072

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △12,451 △14,201

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △58,469 △59,459

評価性引当額小計 △70,921 △73,661

繰延税金資産計 206,235 206,411

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 893 4,958

繰延税金負債計 893 4,958

繰延税金資産の純額 205,341 201,452

（注1）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額



前事業年度（2023年３月31日）

（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超 合計

税務上の繰越欠損金（*） － － 17,751 17,751

評価性引当額 － － △12,451 △12,451

繰延税金資産 － － 5,300 5,300

（*）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

（*）税務上の繰越欠損金17,751千円（法定実効税率を乗じた額）の一部について、繰延税金資産5,300千円を計

上しております。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、将来の課税所得の見込等により回収

可能と判断し評価性引当額を認識しておりません。

当事業年度（2024年３月31日）

（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超 合計

税務上の繰越欠損金（*） － － 14,253 14,253

評価性引当額 － － △14,201 △14,201

繰延税金資産 － － 52 52

（*）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

（*）税務上の繰越欠損金14,254千円（法定実効税率を乗じた額）の一部について、繰延税金資産52千円を計上し

ております。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、将来の課税所得の見込等により回収可能

と判断し評価性引当額を認識しておりません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

前事業年度（2023年３月31日） 当事業年度（2024年３月31日）

税引前当期純損失を計上しているため注記を

省略しております。

法定実効税率 30.6 %

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.8 %

住民税均等割 4.0 %

評価性引当額の増減 4.7 %

所得税額控除 1.4 %

その他 0.7 %

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.2 %

３．グループ通算制度の適用

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開

示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又

はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。



（セグメント情報等）

１．セグメント情報

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

２．関連情報

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

（１）製品及びサービスごとの情報

当社の製品及びサービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益各項目の区分と同一であることから、製品

及びサービスごとの営業収益の記載を省略しております。

（２）地域ごとの情報

① 営業収益

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、地域ごとの営業収

益の記載を省略しております。

② 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、地域ごとの

有形固定資産の記載を省略しております。

（３）主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先は次のとおりです。

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益

大同生命保険株式会社 588,525



当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（１）製品及びサービスごとの情報

当社の製品及びサービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益各項目の区分と同一であることから、製品

及びサービスごとの営業収益の記載を省略しております。

（２）地域ごとの情報

① 営業収益

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、地域ごとの営業収

益の記載を省略しております。

② 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、地域ごとの

有形固定資産の記載を省略しております。

（３）主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先は次のとおりです。

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益

大同生命保険株式会社 630,330

（関連当事者との取引）

１．関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連

当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社

㈱T&D

ホ ー ル

デ ィ ン

グス

東京都

中央区
207,111

持株

会社

(被所有)

直接 100
経営管理

グループ通算

制度に伴う

受領予定額

（*）

76,032
未収

入金
76,032

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

（*）グループ通算制度に係る、親会社から授受する通算税効果額です。

当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連

当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社

㈱T&D

ホ ー ル

デ ィ ン

グス

東京都

中央区
207,111

持株

会社

(被所有)

直接 100
経営管理

グループ通算

制度に伴う

支払予定額

（*）

124
未払

金
124

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

（*）グループ通算制度による法人税額のうち当社の通算税効果額であり、親会社への支払予定額であります。



（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金

又は

出資金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社の

子会社

大同生命

保険㈱

大阪市

西区
110,000

生命

保険業
－

投資一任

契約の

締結

投資一任

契約（*）
556,407

未収

運用受

託報酬

146,724

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

（*）投資一任契約にかかる報酬については、運用の種類・受託資産の規模等を勘案し総合的に決定しておりま

す。

当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金

又は

出資金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社の

子会社

大同生命

保険㈱

大阪市

西区
110,000

生命

保険業
－

投資一任

契約の

締結

投資一任

契約（*）
589,853

未収

運用受

託報酬

161,495

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

（*）投資一任契約にかかる報酬については、運用の種類・受託資産の規模等を勘案し総合的に決定してお

ります。



２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス（東京証券取引所に上場）

（１株当たり情報）

前事業年度

(自 2022年４月１日

至 2023年３月31日)

当事業年度

(自 2023年４月１日

至 2024年３月31日)

１株当たり純資産額 5,088.65円 １株当たり純資産額 5,126.56円

１株当たり当期純損失（△） △232.27円 １株当たり当期純利益 29.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式調整後１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

当期純損失(△)（千円） △251,436 当期純利益（千円） 31,832

普通株主に帰属しない金額（千円） － 普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る

当期純損失(△)（千円）
△251,436 普通株式に係る当期純利益（千円） 31,832

普通株主の期中平均株式数（千株） 1,082 普通株主の期中平均株式数（千株） 1,082

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

公 開 日 2024年7月4日
作 成 基 準 日 2024年6月4日
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